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令和８年度海外戦略品目売上拡大事業業務委託公募型企画提案募集要領

１ 趣旨

国輸出拡大実行戦略、県マーケティング戦略に掲げた輸出額目標の達成に向け、海外

戦略５品目を中心とした県産品について、輸出額を拡大するとともに、ビジネスベース

で取引が継続・拡大していくような魅力のある食材・商品を拡大する。

２ 公告

令和８年２月12日（木）に静岡県ホームページに掲載

３ 業務委託者

(1) 業務委託者：静岡県知事 鈴木康友

(2) 執行部署：静岡県経済産業部産業革新局マーケティング課

〒420-8601 静岡市葵区追手町９番６号

電 話 054-221-3713

メール export@pref.shizuoka.lg.jp

４ 業務概要

（１）名称

令和８年度海外戦略品目売上拡大事業

（２）内容

① 下表に掲げる取組を実施することを通じて、同表に掲げる目標を達成すること

区 分 内 容

取 組

海外の販売店における県産品フェアの開催

・対象品目：海外戦略５品目（※）及びその加工品、その他県産品

※茶、いちご、わさび（加工品含む）、温室メロン、日本酒

・バイヤーとの商談会の実施

・現地の食文化・食生活に即した販促を実施

フェア期間以外でも海外戦略５品目等を販売

フェアと連動した観光ＰＲ

産地と販売店が一体的に取り組む商品改善・新商品開発の環境整備と

して、委託者・受託者間で協議の上定める

・ギフトセット開発の検討（例示）

・輸出先に応じたパッケージデザイン検討会の開催（例示）

目 標
上記取組により、県産品輸出額を令和７年度から 33,000 千円以上増加

させること
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（対象品目に係る補足説明）

県産品（以下のいずれかを満たすもの）

・静岡県内で生産された農林水産物

・加工食品であって、静岡県内で生産・水揚げ等された農林水産品を使用した又は

静岡県内に本社を有する事業者により加工されたもの（単に包装するだけのもの

及び主たる原材料について他県産品であることを明記しているものは除く）

・その他、県が認めたもの

② 事業実施結果を報告すること

令和９年３月に実施する事業実施結果の報告会において、発表を行う。

また、報告会の発表内容とは別に、仕様書のとおり事業を実施したことを確認で

きる資料を作成し、委託業務実績報告書に添付する。

（３）委託期間

契約締結日から令和９年３月31日（水）まで

（４）委託予定事業者数

１者

（５）委託限度額

10,000,000円（消費税及び地方消費税額を含む）

（６）委託費の支払方法

受託者は、委託業務完了検査合格後、静岡県に対して請求書を提出し、静岡県は請

求書に基づき委託費を支払う。

５ 企画提案参加資格

参加資格を有する者は、以下のいずれにも該当する者とする。

（１）海外に販売店を有していること。

（２）日本国内に本社を有していること。

（３）地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。

（４）会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされていない

者又は民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされてい

ない者であること。

（５）会社法（平成17年法律第86号）による特別清算開始の申立てがなされていない者で

あること。

（６）破産法（平成16年法律第75号）による破産手続開始の申立てがなされていない者で

あること。

（７）銀行取引停止処分を受けていない者であること。

（８）直近１年間において、都道府県民税を滞納している者でないこと。

事業終了後も継続的に販売できる商品の新規確保

そ の 他
県との定例ミーティングを月 1回以上実施すること

販売員へ十分な販促教育を実施すること
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（９）国又は地方公共団体との契約に関して指名停止を受けている期間中でないこと。

（10）次のアからキのいずれにも該当しないこと。

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」

という。）第２条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。）

イ 個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下

「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。

以下同じ。）である者

ウ 法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外

の者をいう。）が暴力団員等である者

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目

的をもって暴力団又は暴力団員等を利用している者

オ 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的

又は積極的に暴力団の維持運営に協力し又は関与している者

カ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

キ 相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原

材料の購入契約その他の契約を締結している者

６ 企画提案参加方法

（１）日程

ホームページによる公告開始 令和８年２月12日（木）

質問票の提出期限 令和８年３月４日（水）15時

質問票の回答 令和８年３月６日（金）

参加表明書の提出期限 令和８年３月12日（木）17時

企画提案書の提出期限 令和８年３月16日（月）15時

審査会 令和８年３月24日（火）

審査結果の通知 令和８年３月27日（金）

※応募者の状況により変更する場合がある。

（２）公募型企画提案募集要領等に関する質問の受付及び回答

質問事項がある場合は質問書（様式１）を提出すること。

なお、電話や来訪による口頭での質問、提案書の具体的な記載方法、記載内容及び

評価基準についての質問は受け付けない。

ア 提出期限

令和８年３月４日（水）15時まで

イ 提出先

執行部署

ウ 提出方法

電子メール ※確実な受信確認のため、提出の際にお電話ください

エ 回答

質問期限終了後に一括して静岡県経済産業部産業革新局マーケティング課ホー
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ムページ「令和８年度の輸出関連事業に係る企画提案募集について」内に公開す

る。

（３）参加表明書の提出

参加を希望する場合は参加資格確認書類を添付の上、参加表明書（様式２）を提出

すること。

なお、参加表明書を提出していない場合は、企画提案書を受け付けない。

ア 提出期限

令和８年３月12日（木）17時まで

イ 提出先

執行部署

ウ 提出方法

電子メール ※確実な受信確認のため、提出の際にお電話ください

（４）企画提案書の提出

参加する者は、以下の書類等を提出すること。

※業務の実施内容は、企画提案書の内容に基づき、県との協議により決定する。

※見積書に記載された経費等について、市場価格等を十分精査し、適正な価格とな

るよう調整することがある。

（５）企画提案書提出の注意事項

区 分 内 容 様 式

企画提案書かがみ 様式３

企画提案書

・７（２）イに示す評価項目及び評価基準を基

に記載すること。
様式４

・審査会プレゼン資料（10分以内に説明できる

内容とすること）
任 意

見積書

・見積書には積算内容を詳細かつ具体的に記載

すること。

・委託業務仕様書に基づいた事業の実施に直接

必要となる経費（企画・運営費、旅費、通信

運搬費、消耗品費、使用料、役務費、資料作

成費等）とすること。

・以下の事業費については、本業務の実施に必

要なものであっても対象としない。

ア 備品等財産取得に関する経費

イ 提案者の業務と区別できない経費

ウ 本業務の実施に要した経費であること

を証明できない経費

エ 他の委託又は補助金等の対象としてい

る経費

任 意



5

ア 提出期限

令和８年３月16日（月）15時まで

イ 提出先

執行部署

ウ 提出方法

電子メール ※確実な受信確認のため、提出の際にお電話ください

エ 失格

以下のいずれかの事項に該当する場合は、失格となる。

・提出期限を過ぎて書類が提出された場合

・提出書類に虚偽の内容を記載した場合

・審査の公平性に影響を与える行為があった場合

・その他県があらかじめ指示した事項に違反した場合

オ 著作権、特許権等に係る責任

提出書類の内容に含まれる著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権、そ

の他日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手

法、維持管理手法等を用いた結果生じた事象に係る責任は、全て提案者が負う。

カ 差替等

提出書類の差替及び再提出は認めない。

キ 費用負担

企画提案書の作成、提出、審査会への出席等企画提案に要する経費等は、全て

提案者の負担とする。

ク その他

提出された企画提案書等は、条例に基づく情報公開請求の対象となる。

７ 審査に係る事項

（１）審査方法

審査は、県が別に定める委員により組織された審査会が行う。

なお、契約候補者の選定に当たっては、評価項目に基づき、競争性及び透明性の確

保に十分に配慮しながら、企画提案の審査、採点を行い、審議の上、契約候補者を選

定する。

（２）審査会

ア 日時及び場所

日時：令和８年３月24日（火）

場所：Zoom を活用したオンライン審査会を想定

※詳細については、企画提案書の提出期限後、別途通知する。

イ 評価項目及び評価基準

企画提案の内容について、以下の評価項目及び評価基準に基づき数値（得点）

で評価し、予算の範囲内において契約候補者を選定する。

なお、審査会において必要と認める評価項目を追加する場合がある。
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（３）結果の通知

選定結果は、選定通知書（様式５）又は非選定通知書（様式６）により、全ての企

画提案者に令和８年３月27日（金）までに通知する。

（４）非選定結果に対する説明

非選定通知書を受け取った者は、通知の翌日から５日（土曜日及び日曜日は除く）

以内に書面（自由様式）により、非選定理由について説明を求めることができる。

８ 契約方法

静岡県と契約候補者は協議により、企画提案書の内容に基づき委託業務に係る仕様を

確定させ、契約を締結する。

なお、契約に当たっては、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の16に基

づき契約保証金の納付を求める。ただし、契約候補者が静岡県財務規則（昭和39年３月

21日規則第13号）第55条第２項各号に該当する場合は、この限りではない。

９ 留意事項

（１）本公募は、令和８年度静岡県一般会計予算の成立を前提とした準備手続きであるた

め、当初予算案が否決された場合、契約を締結できないことがあります。

区 分 評価基準 配 点

実 施 体 制

海外に販売店を大規模展開している 5

今後の拡大を見込める十分な輸出実績がある 5

事業の遂行に必要な体制を国内外に確保できる 5

輸 出 拡 大

戦略５品目を中心とした県産品の輸出拡大に資する取組で

ある
20

輸出予定額が、過去実績に基づき計画・説明されている

（対象国・対象品目・フェア開催日数等）
20

現地の食文化・食生活に即した販促方法となっている 10

商 品 改 善

新商品開発
産地と販売店が一体的に取り組む仕組みである 20

そ の 他

フェア終了後も継続的に販売できる商品の確保に向け、フ

ェアと商品改善等が一体的に実施される計画となっている
15

パートナーシップ構築宣言企業である 1
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（２）委託先として選定した事業者を公表する。

（３）本委託業務の成果品の著作権の全ては、静岡県に帰属する。

（４）社会情勢の変動により、契約後に事業実施内容を変更する場合がある。

（５）出品事業者にバイ・シズオカ オンラインカタログへ商品登録をさせ、有効に活用す

ること。（ＵＲＬ：https://buyshizuoka-catalog.com）

（６）契約手続等において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。

10 問合せ先

静岡県経済産業部産業革新局マーケティング課ブランド戦略班

〒420-8601 静岡市葵区追手町９番６号

電話 054-221-3713

メール export@pref.shizuoka.lg.jp


